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憲法九条をめぐるメディアの主張

～朝日新聞・読売新聞の社説の比較～

和光大学・伊藤ゼミ
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問題意識

新聞(日刊紙)の流通量が世界第三位である日本では、

新聞から得る情報や影響が大きく、世論を形成・左右する

力ともなる。

新聞は国の根幹である憲法について、どのような主張を

してきたのだろうか。新聞の主張を比較し、憲法九条に関

わる態度を考えたい。
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表１ 各国の成人人口1000人あたり部数が
500部を超えている国 （2007年度）

部数順位 国名
成人人口

1000人あたり部数

① アイスランド 882.6

② デンマーク 647.4

③ 日本 624.9

④ スウェーデン 601.4

⑤ ノルウェー 580.3

⑥ スイス 575.9

⑦ 香港 569.5

⑧ フィンランド 548.9

⑨ シンガポール 509.9

部数は新聞が国民世論を
築く土台となる。

有料・無料の日刊紙の部数・紙数。
日本新聞協会 調査「各国別日刊紙の発行部数，人口1,000人あたり部数，発行紙数」参照

http://www.pressnet.or.jp/data/01cirsekai.htm
http://www.pressnet.or.jp/data/01cirsekai.htm
http://www.pressnet.or.jp/data/01cirsekai.htm
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「憲法改定」議論の争点と定義

憲法改定の理由には、以下の理由が挙げられる。

①天皇の地位に関する条項を修正・廃止するという議論。

②憲法九条に関する条項を変更・緩和する議論。

③新しい人権(プライバシー権、環境権など)を盛り込むとする議論。

※今回は②の憲法改定について研究する。
ウィキペディア（Wikipedia） 「憲法改正論議」参照
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研究目的

朝日新聞・読売新聞が主張する、憲法九条への

態度の要因を探る。

①憲法九条に対する主張、根拠の比較。

②もし主張が変化しているなら、それはどのような
理由か。

上記２点を検証し、新聞の報道について考えたい。
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研究方法

●朝日新聞、読売新聞の１９８９年～２００９年の憲法記念日すなわ
ち５月３日の朝刊の社説を研究対象とする。

５月３日としたのは、新聞社の憲法世論調査結果の発表により、
憲法九条への態度が分かりやすく示されることが理由。

●和光大学図書館を通して、朝日新聞記事については聞蔵Ⅱビジュ
アル for Libraries （朝日新聞記事データベース） 、読売新聞記事
についてはヨミダス歴史館（讀賣新聞記事）のデータベースから該
当する社説をダウンロードし、テキストデータに加工した。

●TextMiningStudioVer3.1（数理システム社）を用いて分析を行った。
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表２ 基本情報

●朝日：総分数が多い。述べ単語数と単語種別数が読

売と比べ多く、説明的な傾向が伺える。

●読売：朝日と比べ、まとまっている。結論を最小限の

用語で伝えようとしていることが伺える。

総行
（段落数）

平均行長
(一段落あたり文字数)

総文数 平均文長
(文字数)

述べ単語数 単語種別数

全体 638 42.7 1172 23.2 9791 3846

朝日 609 46.9 1254 22.8 10430 4275

読売 552 39.7 905 24.2 7787 3030
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表３ 年度別の特徴語分析
はその年の最多単語 ※朝日・読売の合計数値
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表３についての分析

最多単語は、どの年度も「憲法」「日本」が多いが、

他の単語は１～２回程度しか出てこない。

全体での比較が困難なので、・年代別、・新聞別に

区分して、分析を行った。
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表４ 社説で使われる単語の変化(年代別)

「90年代以前」「2000年代以降」の特徴語分析

※朝日・読売の合計数値
1990年代以前 2000年代以降
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表４について 年代別の特徴語分析

●1990年代以前
特徴的なキーワードは、「日本」「世界」「問題」「提言」「平
和主義」「国際社会」。

抽象的な用語、理論的な用語が多く、憲法の理念を語っ
ている。説得的。

●2000年代

特徴的なキーワードは、「憲法改正」「民主党」「北朝鮮」

「憲法調査会」「集団的自衛権」。

90年代よりも、憲法改正を強く主張している。

外的要因を憲法改正の根拠にあげている。具体的。
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表５ 新聞別の特徴語分析

※「90年代以前」「2000年代」の合計数値
朝日新聞 読売新聞
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表５について 新聞別の態度

●朝日新聞

特徴的なキーワードは、「戦争」「九条」「イラク」「貧困」「平
和主義」「平和憲法」「権利」。

憲法改正を「改憲」と表現し、憲法改正に否定的な態度。

●読売新聞

特徴的なキーワードは、「憲法改正」「変化」「問題」「国
会」「議論」「憲法論議」「安全保障」。

憲法改定にむけた手続きを、丁寧に説明する語句が目
立つ。現行憲法への疑問を投げかけているものが多い。
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表５について 態度に関わる原文
●朝日新聞
「自衛権に基づく自衛組織の保有を憲法は禁じていないとの立場を明
確にしたうえで、現憲法、とくに九条の改定に強く反対する。」(1995年)

「憲法の改正を必要と思う人は４７％と、不要という人の３６％を上回っ
た。しかし、だからといって、改憲が国民にとって、具体的で切実な課
題かといえば、そうではあるまい。 」(２００１年) などが挙げられる。

●読売新聞
「憲法改正に賛成の人が昨年、今年と二年連続で過半数を占めた。環
境権など新しい権利の導入を求める声も多くなっている。憲法も時代
の要請に応じて変えていく必要がある。 」(１９９８年)

「日本の安保環境や国際情勢の変化が日米同盟の強化を迫っている
現状を見れば、憲法改正を待つことはできない。 」(2007年)などが挙げ
られる。
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表６ 新聞×年代の特徴語分析
は朝日新聞、 は読売新聞
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表６について
新聞×年代の特徴語分析

●朝日新聞
90年代:「世界」「平和主義」「平和憲法」など、普遍的な価値に憲法

九条の意義を述べている。
2000年代:「九条」「イラク」「米国」など、9.11テロ、イラク戦争後の

世界情勢を中心に述べている。

●読売新聞
90年代:「問題」「議論」「政治」など、政治主導の憲法議論を重視し

ていたことが伺える。
2000年代:「憲法改正」「集団的自衛権」「国民投票法」など、海外で

の武力行使を積極的に受けとめ、法整備に向けた議論
を打ち出している。
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図１ 対応バブル分析(ｎ：新聞、ｄ：年代)

属性と表現の関係
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図１について
対応バブル分析(年代×新聞の比較)

「朝日（９０年代）」と「読売（９０年代）」の属性は、重なり合っている。

憲法－理念、基本的人権－尊重、議会制－民主主義など。

一方、「朝日（２０００年代）」と「読売（２０００年代）」の属性との間には、

大きく差がある。

「朝日（２０００年代）」は、戦争－惨禍、憲法－精神と距離が近い。

「読売（２０００年代）」は、国民投票法－成立、現実－乖離と距離が

近く、９０年代と比べて大きく離れた。
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≪考察≫
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考察①‐１

憲法九条に対する主張、根拠の比較

●朝日新聞

・主張:憲法九条は維持していく立場。

・根拠:「改憲」が、日本にマイナスになると考えたため。

●読売新聞

・主張:憲法九条は見直しを進める立場。

・根拠:「憲法改正」は国民の支持であり、現実との「乖離」
があるため。
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考察①‐２ 主張・根拠に関わる原文

特徴語分析で比較。主張は「憲法九条」、根拠は「憲法改正」でテキスト検索。

●朝日新聞
主張：「私たちは、国家戦略として、憲法九条は改定すべきではない、との立場を

とってきた。軍事に優越的な価値を認めないという戦後日本の枠組みは、九
条あってこそのものであり、わが国の安全保障にとっても、改定はむしろ害
が大きい、と考えるからだ。」(２０００年)

根拠:「改憲の旗振り役をつとめてきた読売新聞の調査では今年、９３年以降の構
図が逆転し、改憲反対が賛成を上回った。朝日新聞の調査でも、９条につい
ては改正賛成が２３％に対して、反対は３倍近い６６％だ。」(２００８年) 

●読売新聞
主張：「読売新聞憲法問題調査会は昨年末の第一次提言で、解釈の混乱を避け、

また、今後の国連活動の拡大強化にも対応できるよう、安全保障基本法の
制定と、将来の憲法九条二項の改正を提言した。」 (１９９３年)

根拠：「読売新聞の世論調査によると、憲法改正に賛成の人は５４％と、六年連続
で半数を超えた。憲法改正論が国民の間に広く定着したことは、もはや明ら
かだ。」 (２００３年)
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考察② どのような主張をしてきたか。
●朝日新聞

90年代以前から憲法九条の改定には反対してきた。しかし、憲法改定そのものには否定

的ではない。

「いまの憲法は占領時代に、ＧＨＱの連合国軍総司令部素人が短期間で書き上げ、日

本に押しつけたものだ。時代は移り、９条など現実にそぐわない条文も出てきた。国の

基本法である憲法を、国民自らの手で白地から書くという決意と精神によって、この国

に改革の気概がみなぎってくる。そうすることで精神的に占領を終わらせることになる。 」

(２００７年)

●読売新聞

90年代以前までは憲法改正の議論そのものを推進してきた。

「売新聞憲法問題調査会は昨年末の第一次提言で、解釈の混乱を避け、また、

今後の国連活動の拡大強化にも対応できるよう、安全保障基本法の制定と、将

来の憲法九条二項の改正を提言した。 」(1993年)

2000年代からP14のように、具体的な目的を掲げて憲法改正を推進している。
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考察③

社説比較分析におけるテキストマイニングの有効性

・大量のデータを、短時間で整理・比較することがで、客観
的にデータ収集が可能。

・図や表の作成により、一目で結果を分かることができる。

・収集データの検討、問題設定の見直しなどを通して、メ
ディアリテラシーを養うことが出来る。
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結論
・朝日新聞と読売新聞とは、対比する新聞だと認識していた。

しかし、実際はどちらも憲法改定には賛成であった。

「いまの憲法は占領時代に、ＧＨＱの連合国軍総司令部素人が短期間で書き上げ、日

本に押しつけたものだ。」(朝日 2007年）

「２年前、憲法改正の手続きを定めた国民投票法が成立した。国民の手で憲法を改正す

るための画期的な法律である。」 (読売 2009年)

・憲法九条の条文改定には朝日は反対、読売は賛成の立場である。

「改定には益よりもはるかに害が多く、反対である日本は非軍事に徹する。国際協力にあ

たっては、軍事以外の分野で、各国に率先して積極的に取り組む。」 (朝日1995年）

「憲法改正の環境は整いつつある。もはや、新憲法への、歴史の流れを逆流させること

は出来ない。 」(読売 2004)

・表現の違い。

朝日新聞は、憲法九条に的を絞り「改憲」と表現。

読売新聞が、憲法全体を改定する「憲法改正」と表現。

・メディア主導での憲法議論という、限界があるように感じる。

二社とも憲法の原則を尊重しており、メディアによる世論形成には客観性がさらに必要。
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引用・参考資料
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・ウィキペディア（Wikipedia） 「憲法改正論議」


